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１． 18年３月期の業績(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 
(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
18年３月期 
17年３月期 

165,381  2.5 
161,284  6.3 

9,851   0.3 
9,817  13.2 

9,810   4.0 
9,434  18.2 

 
 

当期純利益 
1株当た り 
当期純利 益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
18年３月期 
17年３月期 

5,075  △12.8 
5,821  △5.3 

66.28 
81.36 

－ 
－ 

5.5 
6.9 

6.0 
5.9 

5.9 
5.9 

(注) ①期中平均株式数      18年３月期  75,594,832株      17年３月期  70,746,623株 
    ②会計処理方法の変更    無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
18年３月期 
17年３月期 

16.00 
14.00 

7.00 
6.00 

9.00 
8.00 

1,209 
1,027 

24.1 
17.6 

1.3 
1.1 

(注) 18年３月期期末配当金の内訳  記念配当 － 円 －銭     特別配当 － 円 －銭 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
18年３月期 
17年３月期 

167,000 
161,985 

94,423 
89,716 

56.5 
55.4 

1,248.25 
1,185.91 

(注) ①期末発行済株式数   18年３月期  75,592,879株 17年３月期  75,596,975株 
     ②期末自己株式数     18年３月期     971,361株 17年３月期     967,265株 
 
２．19年３月期の業績予想(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

84,000 
173,000 

5,700 
12,600 

3,500 
7,700 

8.00 
― 

― 
8.00 

― 
16.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   101円 00銭 

上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向、及び 

計画などに基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異な 

る可能性があります。  



(単位：百万円)

構成比

 (資 産 の 部) ％ ％

流 動 資 産 89,536 53.6 88,629 54.7 906

4,787 3,850 936

17,588 18,190 △ 602

44,780 40,585 4,194

35 143 △ 107

397 364 33

5,684 5,755 △ 70

3,640 3,211 429

8,998 8,513 484

389 371 17

59 59

315 303 11

1,317 1,150 167

466 438 27

948 1,734 △ 785

3,907 △ 3,907

182 177 4
△ 55 △ 68 13

固 定 資 産 77,463 46.4 73,355 45.3 4,107

有形固定資産 50,766 ( 30.4) 49,152 ( 30.4) 1,614

15,684 15,987 △ 303

1,031 1,052 △ 21

21,647 21,105 541

133 81 51

1,276 1,224 52

7,606 7,562 43

3,387 2,137 1,250

無形固定資産 209 ( 0.1) 189 ( 0.1) 20

投資その他の資産 26,486 ( 15.9) 24,013 ( 14.8) 2,473

4,776 3,306 1,470

9,732 9,669 62

2,769 2,769 0

14 25 △ 10

2,410 2,410

54 100 △ 45

6,178 7,368 △ 1,190

57 128 △ 70

104 55 49

544 731 △ 187
△ 156 △ 141 △ 14

資　産　合　計 167,000 100.0 161,985 100.0 5,014

子会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

(１)　貸 借 対 照 表

科   目

期    別 当期(平成18年３月31日)

金     額

前期(平成17年３月31日)

金     額構成比 増 減 額

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

預 け 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

子 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

長 期 未 収 入 金

固 定 化 営 業 債 権
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(単位：百万円)

構成比

 (負 債 の 部) ％ ％

流 動 負 債 54,204 32.5 51,643 31.9 2,561

44,297 38,042 6,254

4,900 △ 4,900

4,642 5,095 △ 452

2,119 545 1,574

2,718 2,637 80

309 301 8

116 120 △ 4

固 定 負 債 18,371 11.0 20,625 12.7 △ 2,253

18,047 20,296 △ 2,249

324 328 △ 4

負　債　合　計 72,576 43.5 72,269 44.6 307

 (資 本 の 部)

資　本　金 23,201 13.9 23,201 14.3

資本剰余金 26,818 16.0 26,818 16.6 0

26,816 26,816 0

1 1 0

自己株式処分差益 1 1 0

利益剰余金 43,827 26.2 39,951 24.7 3,876

1,268 1,268

36,825 32,263 4,561

特別償却準備金 59 91 △ 31

固定資産圧縮積立金 329 335 △ 6

別 途 積 立 金 36,436 31,836 4,600

5,733 6,419 △ 685

その他有価証券評価差額金 1,604 1.0 764 0.5 840

自　己　株　式 △ 1,027 △ 0.6 △ 1,018 △ 0.6 △ 8

資　本　合　計 94,423 56.5 89,716 55.4 4,707

負債及び資本合計 167,000 100.0 161,985 100.0 5,014

金     額 金     額構成比

当期(平成18年３月31日) 前期(平成17年３月31日)

増 減 額

買 掛 金

短 期 借 入 金

期    別

科   目

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

預 り 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 準 備 金
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(単位：百万円)

構成比

     ％      ％

Ⅰ 165,381 100.0 161,284 100.0 4,097

Ⅱ 133,388 80.7 130,167 80.7 3,221

Ⅲ 22,141 13.4 21,299 13.2 842

9,851 5.9 9,817 6.1 33

Ⅳ 596 0.4 296 0.2 299

215 57 158

380 238 141

Ⅴ 637 0.4 679 0.4 △ 41

4 14 △ 10

633 664 △ 31

9,810 5.9 9,434 5.9 375

Ⅵ 70 0.0 102 0.0 △ 32

48 20 28

22 55 △ 33

27 △ 27

Ⅶ 1,287 0.7 136 0.1 1,150

773 773

167 167

143 143

117 117

49 49

35 20 14

67 △ 67

48 △ 48

8,593 5.2 9,400 5.8 △ 807

3,071 1.8 2,132 1.3 939

446 0.3 1,446 0.9 △ 1,000

5,075 3.1 5,821 3.6 △ 746

1,187 1,021 166

529 422 106

5,733 6,419 △ 685

売 上 高

その他の営業外収益

受取利息及び配当金

営 業 外 収 益

営 業 利 益

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

特 別 損 失

特 別 利 益

子 会 社 整 理 益

貸倒引当金戻入額

固 定 資 産 売 却 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

会員権評価損及び償還損

台 風 災 害 損 失

固 定 資 産 売 却 損

税引前当期純利益

当期(平成18年３月31日)

操 業 補 償 金

委託加工損失補償金

関係会社整理損失

経 常 利 益

その他の営業外費用

支 払 利 息

営 業 外 費 用

販売費及び一般管理費

売 上 原 価

子会社株式評価損

特 別 退 職 金

増 減 額

(２)  損 益 計 算 書

前期(平成17年３月31日)

科    目 金     額 構成比 金     額

期    別
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　　重　要　な　会　計　方　針

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　・商品、製品、原材料及び仕掛品

　　 総平均法による原価法

　　 ただし、機械類については個別法による原価法

　・貯蔵品

　　 移動平均法による原価法

２．有価証券の評価基準及び評価方法

　・子会社及び関連会社株式

　 　移動平均法による原価法

　・その他有価証券

　　時価のあるもの

     期末決算日の市場価格等に基づく時価法

     (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　　時価のないもの

　　 移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

　・有形固定資産

     定率法

     ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については、定額法

　・無形固定資産

     定額法

　　 ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

４．重要な引当金の計上方法

　・貸倒引当金

　 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

　　 特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　・退職給付引当金

　　 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

　　 当期末において発生している額を計上しております。

　　 過去勤務債務の額については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)によ

　　 る定額法により費用処理しております。

　　 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

　　 数(15年)による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

－28－



  ・役員退職慰労引当金

     役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

     この引当金は商法施行規則第43条に規定する引当金であります。

５．リース取引の処理方法

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

     ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

－29－



<注　記　事　項>

  (貸借対照表関係)
当期 増減額

１．有形固定資産減価償却累計額 79,388 百万円 百万円 3,592 百万円

２．保      証      債      務 1,747 百万円 百万円 △  457 百万円

  (損益計算書関係)
増減額

１．減価償却実施額
百万円 百万円 400 百万円
百万円 百万円 6 百万円
百万円 百万円 406 百万円

２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額
百万円 百万円 1 百万円
百万円 百万円 3 百万円
百万円 百万円 34 百万円

退職給付引当金繰入額 百万円 百万円 23 百万円
百万円 百万円 31 百万円
百万円 百万円 11 百万円
百万円 百万円 284 百万円

　(有価証券関係)
　 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの (平成18年３月31日現在)
　該当事項はありません。

　(リース取引関係)
　 ＥＤＩＮＥＴにより有価証券報告書の開示を行うため記載を省略しております。

　(税効果会計関係)
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

当期 前期
(繰延税金資産)
未払賞与否認 822 百万円 783 百万円
未払事業税否認 201 74
退職給与引当金限度超過額 7,343 8,001
役員退職慰労引当金否認 131 133
その他 768 424
繰延税金資産小計 9,267 9,419

評価性引当額 △ 420 △ 105

繰延税金資産合計 8,847 9,313

(繰延税金負債)
特別償却準備金 △ 28 △ 40
圧縮記帳積立金 △ 221 △ 225
その他 △ 1,101 △ 527
繰延税金負債合計 △ 1,351 △ 794

繰延税金資産純額 7,495 8,519

研 究 開 発 費

役員退職慰労引当金繰入額

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

計

運 送 保 管 料
給 料 手 当
賞 与

減 価 償 却 費

5,219

4,332
3,320
1,296
367
61
365
4,494

前期

前期

35

当期

5,584

75,795

2,204

5,183
42

5,626

4,334
3,323

4,779

1,330
390
93
376
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(単位：百万円)

5,733      6,419      

25         31         

6          6          

5,766      6,457      

680        604        

普 通 配 当 一株につき9円 普 通 配 当 一株につき8円

65         65         

8          

3,700      4,600      

1,313      1,187      

(当  期)

(注) １． 平成17年12月9日に 529百万円(1株につき7円)の中間配当を実施いたし

ました。

２． 配当金は、自己株式 971,361株を除いて計算しております。

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

科      目

合          計

当  期 (平成18年３月31日)

固定資産圧縮積立金取崩額

前  期 (平成17年３月31日)

(３) 利 益 処 分 案

当期未処分利益

任意積立金取崩額

利 益 処 分 額

次 期 繰 越 利 益

特 別 償 却 準 備 金

別 途 積 立 金

任 意 積 立 金

取 締 役 賞 与 金

配 当 金
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(単位：百万円)

構成比 金     額 構成比
       ％        ％

 製 粘 ・ 接 着 製 品      57.9       92,603      57.4
洋 紙      11.4       18,736      11.6
加 工 材      14.1       23,280      14.4

 品 粘 着 関 連 機 器       4.8        7,161       4.5
小 計      88.2      141,780      87.9
粘 着 テ ー プ 等       0.9        1,531       1.0

 商 粘 着 関 連 機 器       1.8        3,591       2.2
洋 紙       0.3          345       0.2

 品 そ の 他       8.8       14,035       8.7
小 計      11.8       19,503      12.1

    100.0      161,284     100.0
     14.4       21,406      13.3

 (注) 製品及び商品については、大部分が受注即出荷となりますので、受注状況は販売実績
　　　とほぼ同じであります。

　平成18年6月29日開催予定の、第112期定時株主総会及び定時株主総会終了後の取締役会

並びに監査役会の決議により、下記のとおり役員が選任(退任)される予定であります。

記
１．代表者の移動

該当事項はありません。

２．その他の役員の移動
新任取締役候補

取  締  役 （現　オプティカル材事業部門長兼龍野工場長兼
    　新宮事業所長）

取  締  役 （現　総務・人事部長）
取  締  役 （現　広報・ＩＲ室長）
取  締  役 （現　産業工材事業部門長）
取  締  役 （現　技術統括本部副本部長兼

    　伊奈テクノロジーセンター長）
退任予定取締役

取締役副社長 （当社顧問に就任予定）
専務取締役 （当社顧問に就任予定）
常務取締役 （当社顧問に就任予定）

昇格予定取締役
専務取締役 （現　常務取締役）
常務取締役 （現　取締役）
常務取締役 （現　取締役）
常務取締役 （現　取締役）
常務取締役 （現　取締役）
常務取締役 （現　取締役）

新任監査役候補
監　査　役 井戸川　員　三 （現　公認会計士）

（注）新任監査役候補者 井戸川 員三氏は、社外監査役の候補者であります。
退任予定監査役

常勤監査役 （当社顧問に就任予定）
監　査　役 （当社顧問に就任予定）

23,386        
8,028         

145,942       

              期    別

95,725        
18,802        

(４) 売 上 高 明 細

科    目
前   期 (Ｈ16.４～17.３)

金     額
当   期 (Ｈ17.４～18.３)

1,514         
2,895         
426           

14,601        
19,438        
165,381       
23,779        

濱　田　幸　男

う    ち    輸    出
合                計

(５) 役 員 の 異 動

吉　川　契　太
岡　本　一　馬
市　橋　孝　二
小　林　賢　治

鈴　木　武　司
今　井　溥　之
藤　城　昌　三

木名瀬　　　久

大　岩　弘　一

深　谷　孝　平
横　山　健　一

田　中　光　也
中　村　紘　一
平　野　　　泉
浅　井　　　仁
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